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研究要旨 
緩和的放射線治療はがん疼痛や各種症状の緩和に有効であるが、がん患者への緩和的放
射線治療の提供は疼痛緩和をはじめとして未だ不十分である。本分担研究では今までに
緩和的放射線治療の実態と普及の障壁を全国調査から明らかにし、普及の障壁について
要因を分析するとともに、わが国の緩和的放射線治療の質の評価を実施してきた。今年
度はJASTRO緩和的放射線治療委員会、厚労科研里見班と共同で緩和的放射線治療普及の
ための好事例集を作成した。がん診療拠点病院や自治体、郡市医師会等に配布し、緩和
的放射線治療の普及を促進するとともに、好事例集を元にした緩和的放射線治療普及の
地域のニーズに沿った地域連携モデルを作成し、緩和的放射線治療普及の社会実装を図
る。 

 
 
A. 研究目的 
昨年度までに緩和的放射線治療特有の問題を含めた
院内・地域連携の実態と普及における障壁に関する
全国調査を実施し課題を分析した結果、多くの施設
で緩和的放射線治療の普及を強化したいという意見
であったが、院内・院外連携がまだ不十分という回
答が多く見られた。また単回照射の普及が十分とは
言えない結果であった。Quality Indicator(QI)を用
いた他施設研究では骨転移の線量分割についての遵
守率が大学病院・がんセンターで良い傾向であった。
それらの課題・現状を踏まえ、緩和的放射線治療の
院内・院外連携が上手に行えている先行施設の具体
的な好事例を集積し整理して、全国に案内すること
で、個々の地域のニーズに合った緩和的放射線治療
の普及戦略を構築していく試みを推進する。その上
で地域のニーズに即した緩和的放射線治療の地域連
携モデルを構築し、緩和的放射線治療普及の実装を
図る。 
 
B. 研究方法 
１）本研究班研究協力者に加え、日本放射線腫瘍学
会(JASTRO)緩和的放射線治療委員会、厚労科研里見
班と共同で、緩和的放射線治療普及に関する好事例
集を作成する。好事例集作成のフォーマットを定め、
30余名の全国各地の放射線治療医に好事例の作成を
依頼し、院内連携、院外地域連携、教育・啓蒙などの
カテゴリー別に種分け整理を行い、好事例集を作成
し、全国のがん診療連携拠点病院や自治体、郡市医
師会等に電子版を配布する。 
２）緩和的放射線治療の普及モデル作成は厚労科研
茂松班でも行っているが、画一的な骨転移の疼痛緩
和に関する地域連携のみのモデルであったため、本
研究班ではQI研究と緩和的放射線治療好事例集を元
に院内・院外地域連携等に関する普及モデルを複数

作成し提示する。 
３）今年度から次年度にかけて緩和的放射線治療普
及のための一般・患者向けの情報ツールの作成を行
い、日本放射線腫瘍学会(JASTRO)ホ―ムページ等に
公開する。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究に関係するすべての研究者は、ヘルシンキ宣
言および「人を対象とする生命科学・医学系研究に
関する倫理指針」に従って本研究を実施した。 
 
C. 研究結果 
１）緩和的放射線治療好事例集は（１）院内連携、
（２）院外連携、（３）教育・啓蒙の３つのカテゴリ
ーから構成され、（１）は骨転移診療チーム、緩和ケ
アチーム、画像診断部門、多職種・その他の小項目
で構成され、好事例は13事例からなる。（２）は地域
医療機関、外勤先の活用の小項目からの6事例からな
る。（３）は地域医療機関、学生・研修医、多職種・
非医療者の小項目で構成され、８の好事例から成る。
（１）（２）（３）併せて計27の好事例から成る好事
例集である。いずれの好事例も地域・病院の特性に
沿った具体的な内容となっているので、緩和的放射
線治療の普及を目指す医療機関は自分の地域・病院
に合った好事例を参考にして普及に努めてもらい社
会実装に結び付ける。この緩和的放射線治療好事例
集はJASTROホームページに電子版として公開し、案
内チラシを全国がん診療連携拠点病院、全国自治体、
郡市医師会宛に送る予定である。 
２）緩和的放射線治療の普及モデル作成は院内連携、
院外連携の内容で複数モデルの作成を予定している。
各施設の医療連携室が利用しやすいフォーマットを
心掛け、窓口・連絡相談先を明記したモデルを作成
する。 
３）一般・患者向けの情報ツールは茂松班で患者向
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けリーフレットを作成し全国に配布したが、本研究
班では一般・患者が緩和的放射線治療について調べ
るのに有益なわかりやすく教育啓蒙効果があり、活
用しやすい情報ツールの作成を行うべく計画中であ
る。 
 
D. 考察 
昨年度の調査で明らかとなった緩和的放射線治療普

及における種々の障壁を各施設が克服するために、

参考となる具体的な事例から成る緩和的放射線治療

好事例集を作成した。今後全国のがん診療拠点病院

をはじめとする医療機関や自治体に周知し、活用を

促すことで、緩和的放射線治療普及の社会実装化を

促していく。緩和的放射線治療連携モデルは医療連

携室等で活用できる実践的なものを作成する予定で

あり、好事例集と併せてまだ診療連携が不十分な各

医療機関における緩和的放射線治療普及の第一歩に

してもいらいたい。この好事例集とモデルの意義は

アンケート調査等で今後確認していく予定である。

一般患者向けの情報ツールも教育・啓蒙の観点から

極めて重要であると考えており、次年度に向けて作

成作業に移行したいと考えている。 

 
E. 結論 
わが国の緩和的放射線治療の実態と普及における障

壁を把握するため、放射線治療専門医に対し実施さ

れた全国アンケート調査結果を元に、緩和的放射線

治療好事例集を作成した。先行施設の緩和的放射線

治療に関する連携・教育啓蒙事例を活かし、地域連携

モデル、一般患者向け情報ツールと併せ、院内・地域

連携の社会実装を進めて行く必要がある。 
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1. 特許取得 

なし   

2. 実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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